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　日本TCSは、今年7月に発足5周年を迎えました。 

AIやIoTといったデジタル技術が驚異的なスピードで

進 化 する中、私たちは多くのお 客 様とパートナー 

シップを結び、お客様のさらなる成長を継続的にご 

支援する中で、私たち自身も成長してきました。今号

のCase Studyでご紹介させていただく花王様は、

2016年の「TCS Japan NEWS」夏号で、日本TCSとして

初めてご支援した案件をご紹介し、それ以来お付き

合いいただいています。

　また、本誌も「TCS Japan NEWS」から「CATALYST」

へと誌名を変え、お客様により役立つ情報をご提供す

るために内容の充実を図ってきました。今号では、 

教育現場におけるデジタル技術の活用についてご 

紹介しています。教育現場にもデジタル化の波は押し

寄せており、これからの人財育成に欠かすことのでき

ないテーマとして「Education × Technology」を取り

上 げました 。このテーマ は 教 育 現 場 だ けで なく、 

企業においても必要なものとして注目されています。
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TCS Japan celebrated its fifth anniversary this July. Over 

these years, we have witnessed digital technologies, such as 

AI and IoT, evolve at incredible speed. Over this period we 

have also evolved our partnerships with many customers, 

continuously supporting their further growth, and at the 

same time striving for our own growth as their partners. Kao, 

featured in this issue’s Case Study, has been our ongoing 

customer since we first worked together in the project 

recounted in the TCS Japan NEWS 2016 Summer issue.

Over the past half decade, this newsletter has changed its 

name from “TCS Japan NEWS” to “CATALYST,” reflecting our 

spirit of seeking to inspire thought by delivering useful 

information to our customers. This issue highlights how 

digital technologies are finding their way into the education 

f ield. Education is not immune from the wave of 

digitalization, and the fusion of education and technology is 

a critical agenda for future talent development. We selected 

this topic that is not only relevant to front-line educators, but 

is also increasingly drawing attention in the business 

community as something essential in the workplace.
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理にも利用されています。ただし、この

場合は、インテントに回答を定義するの

ではなく、API とインテントを関連付け、

API から返されたものに基づいてユー

ザーに回答を示すという方法が取られ

ています。こうしたやりとりでは、API が

要求するさまざまなパラメータについて

ユーザーに質問をする必要があります。

例えば、フライト予約という目的であれ

ば、行先や移動日といった情報をユー

ザーに求めます。不足している情報があ

ればユーザーに促すといったやりとりも

必要になります。こうした対話はしばし

ば、有限オートマトン※を内部に用いてモ

デル化されます。

ナレッジ統合

　企業内のある組織についての情報をそ

の組織内あるいは外部の人が必要とする

場合、前述したバーチャルアシスタント

のようなシステムは、学習や保守に要す

る労力を考慮すると、あまり素晴らしい

選択とはいえません。組織に関する情報

の多くは、業務手順／方法や、測定可能

な基準、標準化された手法などというよ

りは、実業務での対応策や事例などで、

変更も頻繁にあります。それらの情報は、

組織体制や主要メンバー、そしてベスト

プラクティスや事例といった資料で構

成されます。そうした資料を検索する場

合、資料の内容よりも、その作成者、掲載

チャネル、ビジネスドメイン、キーワード

といったメタデータの方が役立つことが

わかっており、この問題はナレッジマネ

ジメントの領域に当てはまるといえます。

TCS はこうした情報をナレッジグラフ DB

（ナレッジ・ドメイン同士の関係性を示す

情報）に保存し、ユーザーが自然言語を

使って事実情報を検索できるよう、深層

学習ベースのコンポーネントを備えたソ

リューションを構築しました。このシステ

ムは、特定のメンバーと自然言語で積極

的に対話しながらナレッジを統合し、ナ

レッジグラフ DB を最新の状態に保ちま

す。TCS ではこうした対話型システムを

「ナレッジ統合（Knowledge Synthesis）」

と呼んでいます。

　ナレッジ統合を活用した TCS の社内シ

ステムの一つに、TCS Research に関する

情報検索を支援するデジタルアシスタン

ト「Loca」があります。Loca は特 定の技

術分野に関する最新情報や、「このテーマ

であれば TCS Research の誰に相談すべ

きか」といった役立つ情報を、実務担当

者やビジネスリーダーに提供します。ナ

レッジグラフDB には、研究プロジェクト、

研究グループ、研究者といった情報が含

まれます。例えば、「TCS の研究分野の中

で、深層学習を使用しているのは？」と

いう検索では、「深層学習」という言葉を

キーワードと認識します。キーワードは

研究レポートや再利用可能なアセットと

連携しており、これらはさらに、現在進行

中の研究プロジェクトと連携しています。

また、例えば「ライフサイエンス」など

　 機 械 と の 対 話 は、人 と コ ン ピ ュ ー

ターの関わりにおけるパラダイムシフ

ト と い え る で し ょ う。Amazon Echo、

Google Home、Apple HomePod といっ

たスマートスピーカーや、Siri、Google 

Assistant、Cortana などのパーソナルア

シスタントは、人々の生活の一部になり

つつあります。テクノロジーの「擬人化」

は始まったばかりですが、すでに世界

中のあらゆる活動に大きな影響を与え

始めています。その範囲は音楽を聴くこ

とから、タクシー、航空券、あるいはホ

テルの予約、ショッピング、自分に合っ

たお薦め商品情報や提案の受け取り、

フィットネス・健康管理、高齢者介護ま

で、多岐にわたります。ELIZA の例のよ

うな、汎用的な対話システムを構築しよ

うという初期の試みとは異なり、現在の

対話システムは、「規程や手続きに関す

る問合せに答える」「人に代わって業務

を処理する」など、特定の目的に特化し

ています。音声あるいは文字入力による

質問応答を目的としたタスク指向型の

チャットボットが急速に増えています

が、それは可能性に満ちた道のりのほん

の始まりにすぎません。次世代の情報シ

ステムを顧客に提供するためには、企業

はさまざまな種類の対話システムを構

築する必要があります。本稿では、その

幾つかを紹介します。

バーチャルアシスタント

　バーチャルアシスタントは目的駆動型

（goal-driven）対話システムの代表格で

す。バーチャルアシスタントは、完全に

自己完結型の問いに対して高い精度を

発揮します。最も普及しているバーチャ

ルアシスタントの形態は、「predefined 

intent（ 定 義 済 み イ ン テ ント（ 検 索 意

図））」と呼ばれる、一つの回答に対して

複数の異なる質問を受け付けるというも

のです。ユーザーからの問合せに対し、

用意された回答から一つを選んで回答し

ます。学習データは通常、多数の定義済

みインテントで構成されます。ユーザー

から質問が寄せられると、システムはそ

れを定義済みインテントに照らし合わ

せ、該当する回答を表示します。タタコ

ンサルタンシーサービシズ（TCS）の研究

では、標準的な機械学習の手法を用いた

場合、システム内のインテントの数が増

えると、回答の精度が使用に適さないレ

ベルにまで低下することが確認されまし

た。

　しかし深層学習の登場により、対話シ

ステムの有効性が向上し、定義済みイン

テントの数が増えても使用に耐え得るよ

うになりました。用意されたインテント

の数が多いシステムは、ユーザーに「対

話能力が高い」という印象を与えます。

TCS Research では、深層学習をベースと

した画期的な対話システム用のアルゴリ

ズムを開発しました。TCS には、このア

ルゴリズムを用いて社員からの人事規程

に関する問合せに対応する「Cara」とい

うデジタルアシスタントがいます。Cara

はバーチャルアシスタントの好例といえ

ます。

　現在市場にあるほとんどのプラット

フォームでは、過去の質問や回答に出て

きた事柄を代名詞に置き換えて対話を

続けることができません。また、あらか

じめ設定された Q&A の範囲を超えて会

話に適切に対応する能力も備えていま

せん。さらに、仮にシステムが間違った

回答をしても、自ら誤りを認識すること

がなかなかできません。このため、TCS 

Research はシステムがどんな場合も完

全に自己完結型の答えを返すようにし

ました。これにより、ユーザーはシステ

ムが示した回答の正否を判断すること

ができ、間違っている場合はシステム

にフィードバックすることができます。

フィードバックはデジタルアシスタント

の「教師」に伝えられ、教師はシステムが

正しい答えを示せるようトレーニングを

行います。システムが代名詞や指示語に

も対応し、ユーザーと会話を続けながら

正しい回答にたどり着くための新たな手

法も開発しました。

　同様のメカニズムが、フライト予約、

レストランの予約、休暇申請といった処

企業における対話システム
身近になったチャットボット、ボイスボット

I n n o v a t i o n  I n s i g h t s

I n n o v a t i o n  I n s i g h t s

Q

A

不明事項を照会

情報を抽出 情報を抽出

ユーザーとの対話により文脈知識を取得

コンテクスチュアル・ナレッジ

積極的に情報を提供

教師ユーザー教師ユーザー

一般ユーザー 一般ユーザー

※ 入力文章と比較した結果、正規化された文字並び
が一致した文章ノードの遷移状態パターンから目
的の文字列を見つける手法。応用例として、問合
せ文（症状／原因など）に適合するナレッジ文章
を見つけ出し、それらとひも付く解決策／回避策
を導くなどが挙げられる。
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といった研究分野によっては、複数の研

究グループが関わっている場合がありま

す。こうした質問に効果的に答えるため

に、システムはナレッジグラフDB を横断

的に検索します。このため、ユーザー側か

らはシステムが論理的推論を行っている

ように見えます。ナレッジグラフからの

オープンドメインな（分野を限定しない）

質問応答を効果的にするための試みは研

究文献に多数存在しますが、その多くは

ナレッジグラフを深く横断検索できるま

でに至っていません。TCS の研究では、深

層学習に基づく手法を用いることで、ナ

レッジグラフDB のクエリーに使用される

システムの有効性が大幅に向上すること

が確認されています。

　こうしたシステムでは、ナレッジグラフ

DB の情報を最新の状態に保つことが重要

です。このため、Loca はユーザーと積極

的に関わります。ユーザーに彼らの業務

について質問し、その回答を基にナレッジ

グラフDB を更新します。システムのユー

ザーには、ナレッジグラフ DB の更新を

行うことができる「教師ユーザー」と、質

問あるいは情報の検索のみ行える「一般

ユーザー」の 2 種類がいます。ナレッジグ

ラフDB に欠けている情報や、ユーザーか

らの問合せ内容を基に優先度が高いとさ

れた情報について、システムは先に教師

ユーザーに問合せし、教師ユーザーが必

要な情報を更新することができます。つ

まり、システム、もしくは教師ユーザー主

導で、自然言語インターフェースを介しな

がら情報更新を行うことが可能です。こ

うしたシステムの強みの一つは、ナレッジ

グラフDB 内の情報が不足しているために

（あるいは利用できないために）システム

がユーザーからの質問にうまく答えられ

なかった場合でも、そうした不完全さを

自ら特定し、「補習」フローにより教師ユー

ザーから学ぶことができるという点です。

自然言語ベースのクエリーメカニズムに

積極的なユーザーエンゲージメントが加

わると、対話システムは単なる質問応答

システムの域を超え、組織内のさまざま

なステークホルダーから得たナレッジを

統合する能力を持つインテリジェントな

システムになります。ナレッジ統合はナ

レッジマネジメントの分野に革命をもた

らし得ると、TCS は考えています。

ヘルプデスクの自動化

　1990 年 代 後 半 の 初 期 の目的 駆 動 型

（goal-driven）対話システムに似た試みと

して、TCS ではヘルプデスクの自動化を

目的とした対話システムを開発しました。

　 通常のヘ ルプデ スクシステムでは、

ユーザーはまず、複数の階層から成るカ

テゴリー群から問合せたい内容に応じた

カテゴリーを選択し、具体的な質問内容

をテキストで入力します。カテゴリーの

階層は、ツリー構造におけるルートノード

（根）からリーフノード（葉）への案内の役

割を果たしています。ユーザーインター

フェース上では、動的に選択肢が決まる

ドロップダウンの形になっていることが

多いでしょう。チケットに付帯されたこう

したカテゴリー情報は、チケットを適切

なサポートスタッフに振り分けるのに使

われます。時には、ヘルプデスクのスタッ

フがチケット起票者に電話をし、適切な

カテゴリーを判断するために二、三質問

することもあるでしょう。そしてシステム

上の情報を更新しますが、もともとのチ

ケットの記載内容はそのまま、というこ

ともあります。この事態を最小化するた

めには、ユーザーがカテゴリーを正しく

判断できるよう、システムがチケット起

票者に適切な質問をする必要があるので

す。こうした作業は、エンジニアリングに

基づく手法とバーチャルアシスタンスを

組み合わせることで達成可能ではあるも

のの、新たなユースケースが出現するた

びにシステムの設定や構成に手を加える

のでは、大変な手間がかかります。

　TCS は深層学習をベースとした手法の

力を借り、これまでにないシステムを開

発しました。こうした手法を用いれば、

ヘルプデスクのスタッフが適切なカテゴ

リーを見極めるためにユーザーにしたで

あろう質問を対話システムに学習させ、

システムが自動でそうした質問を行え

るようにすることが可能です。この作業

には、誤ったカテゴリー選択をさせた根

本原因の分析も含まれます。この手法の

長所は、過去のヘルプデスクシステムの

データでアプリケーションを学習させる

ことができること、そして新規のユース

ケースに対しても、設定や構成にほとん

ど人手を要しないという点です。

未来の対話システム

―より自然に、インテリジェントに

　TCS は Cara や Loca のような画期的な

対話システムを社内に導入するだけでな

く、お客様にもそうしたソリューション

を提供しています。また、お客様の実用

に耐え得る同様の業務用システムを SME

（Subject Matter Expert：特定分野の専

門家）が容易に開発できるよう、プラット

フォームも整備しました。このプラット

フォームの内部には、デジタルアシスタ

ントを動かすための最先端の深層学習お

よび機械学習を用いたアルゴリズムが使

われています。TCS は、企業におけるこう

した対話システムの利用は広がっていく

と考えています。なお、現時点で多くの

企業は、フォームや検索、メニュー形式

でナレッジをマイニングしていますが、

一部では、基本的な自然言語インター

フェースを取り入れているケースも見ら

れます。

　次の段階として、「汎用 AI」と「より自

然なユーザーインターフェース」の 2 方

向から、大幅な進歩の流れがやってくる

とみています。短期的には、特定の用途

向けに構築された組織内のさまざまな対

話システムが、一つの対話システムに統

合されていくでしょう。そして全体的に

デジタルアシスタントの対話の質が向上

し、よりインテリジェントなものになって

いくでしょう。

　現在の対話システムは、文字や音声

認識、自然言語処理に重点を置いていま

す。しかし、人のコミュニケーションの 3

分の 2 近くを、実は非言語的な要素が占

めています。未来の対話システムは視覚

やジェスチャー、感情、触感、拡張現実

（AR）、触覚フィードバック、その他さま

ざまな種類のインプットを活用し、真に

コネクテッドでインタラクティブなエク

スペリエンスをユーザーに提供するよう

になるでしょう。

I n n o v a t i o n  I n s i g h t sI n n o v a t i o n  I n s i g h t s

85%

User
online

……Flexi?

Health….?

タタコンサルタンシーサービシズ
プリンシパルサイエンティスト 兼 CTO

プニート アガルワル
プ ニ ート ア ガ ル ワ ル は TCS Research 
and Innovation の プ リン シ パ ル サ イ エ
ン テ ィストで あり、「Semantic Systems 
and Knowledge Synthesis（セマンティッ
クシステムとナレッジ 統 合 ）」リサーチ
プログラムを率いている。主な研究分野
は、自然言語処理の応用研究や、深層学
習を活用したデータマイニングなど。ナ
レッジグラフや時 系 列デ ータに関する
豊富な経 験を持つ。「TCS Distinguished 
Engineer」「TCS Young Innovator」な ら
びにタタ・グループ全企業から選出され
る「Tata Innovista Awards」を受賞。これ
までに、国際会議で約 50 の論文を発表
している。インドの National Institute of 
Technology, Tiruchirappalli よ り 機 械 工
学の工学士を取得。
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欧米ケミカル

イントラ化・定型資料 明細の取得

ケミカル 国内他部門

システム
稼働前

システム
稼働後 自動作成

ケミカル 連結管理 単体管理 カネボウ 国際事業統括 事業ユニット 国内他部門

コンシューマー、
コスメティクス

Ｅメール

カネボウ単体管理

日本 欧米コンシューマー 欧米ケミカル

日本 アジア 欧米コンシューマー

Central Finance

事業ユニット国際事業統括連結管理

アジア

シェア ポイント・Ｅメール

グローバル経営情報基盤

図 1： プロジェクトの背景と目的

グローバ ル な 経 営 指 標 の 把 握 が 課 題

花
王株式会社（以下、花王）

様は、世界中に数多くの

グ ル ー プ 企 業 を 擁 し、 

グローバルにグループ経営を推進されて

います。このグループ経営を加速・高度

化し、組織全体でアジリティを実現する

ためには、世界中のグループ企業を含め、

売り上げ・利益などの経営指標を迅速に

把握・分 析し、的確な意思決 定を行う 

必要があります。その実現に向け、花王

様は 2000 年代初頭に基幹システムとし

て SAP を導入。現在では花王グループ 

企業の約 95％が SAP を基幹システムと

して採用しており、各社が SAP を活用し

て経営層への報告や月次レポートを作成

する体制が確立している一方で、解決す

べき課題も存在しました。それは、四つの

インスタンス（サーバー）に分かれて SAP

の運用を行っていたため、グループ企業

の会計情報が点在していたという点で

す。そのため、グローバルな経営指標を

把握するためには、4 インスタンスから

データを収集し、手作業でレポートを作

成するという、多大な労力と時間を要す

る作業が必要でした。また手作業による

レポート作成は、業務負荷の増大と入力

ミスのリスクをはらんでいました。花王

様がグローバルな会計情報分析のさらな

る精緻化、そしてより迅速な経営情報提

供による意思決定支援を強化するために

は、こうした作業を自動化する会計情報

基盤の構築が必要不可欠でした。

C A S E
Study

花王株式会社

創業：1887 年
本社所在地：東京都中央区
事業内容：化粧品事業、スキンケアヘア
ケア事業、ヒューマンヘルスケア事業、
ファブリック＆ホームケア事業、ケミカ
ル事業

on the Cloud

会計情報基盤の構築に向けて、花王様

は SAP の Central Finance を 導 入 し、 

次 世 代 経 営 情 報 シ ス テ ム を 構 築 す る 

プロジェクトに着手されました。Central 

Finance は、グ ループ 経営管 理 基 盤を 

実現する SAP S/4HANA の拡張機能プロ

グラムです。花王様の会計財務部門 管理

部長の牧 野 秀生 様は、プロジェクトの 

目的について次のように語ります。

 「当社にとって、経営指標に関する情報 

をタイムリーに見える化し、グループ経営 

を強化・推進していくことは喫緊の課題。

SAP から発表された Central Finance を 

活用すれば、グローバルの売り上げや 

利益などの情報がデータウエアハウスへ

瞬時に集約できると聞き、これこそが当社

が求めているものだと感じました」

次 世 代 経営情 報システムの構 築は、 

2 段階に分けたアプローチで進めること

となり、その第 1 ステップとして、「グロー

バル・マネジメント・アカウンディング・

プラットフォーム（GMAP）」の構築プロ

ジェクトがスタート。GMAP プロジェクト

のスコープは以下の実現でした。

● 会計情報の一元化

Central Financeを用いて、4インスタン

スの 各 国の 会 計 伝 票明 細を、S A P  4 /

HANAの会計明細データに統合。会計明

細データから会社別財務諸表およびブラ

ンド別P/Lを出力

● 集計作業の自動化

管理会計業務において、これまで人が

行っていた集計作業を極力なくし自動化

● 共通化

各社横並びの財務諸表を表示するために

必要なマスタ連携、マスタ変換を実施

プロジェクト開始に当たり、花王様の

PoC（概念実証）に対して複数社が提案

C e n t r a l  F i n a n c eで 会 計 情 報 を 一 元 化

花王株式会社 様

次 世代 経営情 報システムの構 築で
グループ 経営を加速・高度化

Intelligent Agile Automated on the Cloud

Business 4.0 を実現する、四つの柱

SAP  Cent r a l  F inance の導入により次 世代 経営情 報システムの基 盤を構 築 。
迅 速な経営情 報 提 供による意 思 決 定 支 援を可能にし、

グローバルなグループ 経営を加速し、アジリティ（ 俊 敏 性 ）と高度化を実現 。
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システムテスト準備 システムテスト
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画 
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（1）
会計データ
収集要件定義

（2）
機能検証
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／ソースシステム
　影響調査Ⅰ）

本稼働 ★

CFIN※2
検証環境

構築

図 2：全体スケジュール

「 プッシュ型 」の 気 付 きを目 指 す最 新 技 術 故 の 問 題 を三 位 一 体 で 解 決

本プロジェクトで構築した GMAP は、

2018 年 9 月 に 稼 働 を 開 始。現 在 は、

Central Finance を通じてグループ全体の

統合された会計情報を俊敏に取得するこ

とで、経営層によるより機敏で迅速な経

営 判断 が 実 現しつつあるといいます。 

また各グループ企業の会計情報を一元的

に把握できるため、制度会計と管理会計

のレポートが食い違うようなケースを洗

い出すことが容易になりました。加えて、

本プロジェクトの成果により、花王様の

事業戦略が進化する可能性さえあるとい

います。

 「GMAP の稼働により商品ブランドごと

の経営指標がグローバルかつタイムリー

にわかるようになり、今後はブランド別

の事業戦略をより高度化することが可能

となります」（牧野様）

今後、花王様は次世代経営情報システ

ム構築プロジェクトを次のステップに進

めていかれます。本システムの最終形は、

「プッシュ型」。つまり、会計上の気付きを

システム側から自動的にサジェストするよ

うな仕組みとその業務プロセスでの活用 

です。そうした環境を目指す上で、小久保

様は TCS がグローバルに蓄積している 

最先端の知見に期待していると話します。

 「私たちの夢を実現していくために、TCS

そして日本 TCS には、テクノロジーパート

ナーとして太い綱のような存在になって

ほしい。Central Finance にとどまらない

SAP の知見、そしてデータ解析などにお

ける、スタートアップを巻き込んだエコシ

ステムにも可能性を感じています」

日本 TCS は、次世代経営情報システム

の構築、そして世界で培った AI 等の最先

端技術のご提案を通じて、花王様のグ

ローバルビジネスを引き続きご支援して

まいります。

Central Finance は SAP の 最 新 技 術

であったことから、プロジェクト初期には

想 定 外 の問題 が 発 生したといいます。 

特に、4 インスタンスで起票された会計

伝票の情報を Central Finance に再転

記する際に生じる不具合については、花

王様、日本 TCS、SAP の 3 者が知恵を出

し合い、時には試行錯誤を繰り返して解

決したと話すのは、情報システム部門 

ESM 部長の小久保克也様。

 「Central Finance には、1 日に約 30 万

件の会計データが世界中から送られてき

ます。グループ企業の業務内容に応じて、

あらかじめ Central Finance をカスタマ

イズしてはいるものの、例外的な処理が

発生した場合にはデータ更新時にエラー

となることもありました。日本 TCS は、 

それら一件一件について原因を調査し、

再現データを作成。Central Finance の

機 能 に関 連 す る 課 題 に関し ては、SAP 

技術者とのハブとしての役割も担っても

らいました」（小久保様）

また本プロジェクトで作成するレポー

トの中には、管理会計の連結レポート等、

出力時に比較的複雑なロジックを必要と

するレポートもありました。レポート作成

に関して日本 TCS は、グローバルの TCS

メンバーの中でも SAP ソリューションの

ス ペ シャリスト集 団で ある Center of  

Excellence（CoE）と連携。膨大なデータ

であるため、当初はレポート出力のレス

ポンスに問題がありましたが、インドの

CoE とも連携しながら、徐々に最適化し

ていきました。

また花王様は SAP と MaxAttention ※

の契約をされており、今回の GMAP プロ

ジェクトでは、SAP 技術者のプロダクトに

関する卓越した知見が役に立ったといい

ます。

 「当社と SAP は、長年強固なパートナー

シップを築いています。今回のプロジェ

クトでも MaxAttention のサービ スを 

活用しました。最新技術である Central 

Finance の実装、当社の業務への活用に

向け、SAP のメンバーが深く関与してく

れました」（田中様）

牧野 秀生 様

花王株式会社
会計財務部門 管理部長

小久保 克也 様

花王株式会社
情報システム部門 ESM部 部長

田中 昇 様

花王株式会社
情報システム部門 ESM 部

CS グループ 課長

し、最終的に日本タタ・コンサルタンシー・

サービシズ（日本 TCS）がパートナーとし

て選定されました。情報システム部門 

ESM 部 CS グループ 課長の田中 昇様は、

「選定の決め手となったのは、日本 TCS

本 社 の SAP Innovation Lab Tokyo で

の、当 社 の デ ー タ を 用 い た Central 

Finance のシミュレーションの実施でし

た。当時、日本国内の Central Finance

導 入 事 例 は ほ と ん ど な か っ た た め、 

タタコンサルタンシーサービシズ（TCS）

がグローバルに蓄積した SAP の知見に大

い に 期 待し まし た 」と 振 り返りま す。

GMAP プ ロ ジ ェ クト の キ ッ ク オ フ は、

2017 年 6 月。花王様、日本 TCS、そして

SAP の三位一体で進められました。

on the Cloud

花王様の 3 人と日本 TCS のプロジェクトメンバー

※ 1：SAP S/4 HANA のリリースバージョン ※ 2：Central Finance ※ 3：SAP Landscape Transformation。リアルタイムデータ複製を実現する SAP のソリューション 
※ 4：Going Live Check。本稼働の前後にシステム設定確認やパフォーマンス検証を行うSAP のサービス

※ SAP が提供する最上位のサポートサービス

1110



テンスの調査が新たに追加されました

が、文科省はこの調査を見送りました。

グローバルコンピテンスとは、「国際的

な場で必要となる能力・力量」であり、

①グローバルコミュニケーション力、②

文化横断的・相互的な物の考え方、③グ

ローバルな思考・多様性の尊重・シチズ

ンシップ、④地域的課題とグローバルな

課題との関係判断、を測るものとされて

います。内容は、環境問題・貧困・移民

問題など、グローバルな課題に対しての

意識を問う質問となっており、文科省が

グローバルコンピテンスの調査を見送っ

たことは、現在の日本の教育の課題を象

徴しているように思えます。

また現在進められている教育改革の

中で、特に課題なのはプログラミング教

育ではないでしょうか。文科省は盛んに

「プログラミング教育はコーディングで

はなく、プログラミング的思考を養う教

育」と説明していますが、流れはコーディ

ングに向かっているように思えます。

タタコンサルタンシーサービシズ（TCS）

は 米 国 で STEM（Science, Technology, 

Engineering and Math）教 育 を 推 進 し

て お り、そ の ベ ー ス と な る 考 え 方 は

「Computational Thinking（ 計 算 論 的 思

考）」です。計算論的思考は七つの段階を

踏んだ思考で、IT に限らず何にでも応用

が利く「課題解決型の思考方法」です。

前述の文科省が挙げている Society 5.0

の新時代の学びに必要な “ 人間ならでは

の能力 ” を育成する方法の一つが、この

計算論的思考による課題解決型学習では

ないでしょうか。

また一方、TCS が米国で STEM 教育を

推進する上で課題となったのが教師の

育成です。2020 年のプログラミング教

育開始を目前にした日本も、同様の課題

を抱えていることが明らかになってきて

います。新しい時代の学びが必要なの

は、子どもたちだけでなく大人もしかり

ではないでしょうか。

新時代の学びを実現するために、日本 TCS は日本の教育改革を応援します
CS は、グローバル IT 企業とし

て教育分野におけるグローバ

ルの 知見を有しています。イ

ンドに 1,782 カ所の試験センターを設置

し、さらに包括的なソリューション「TCS 

iON Education」を展開しています。イン

ドで最大規模と言われるインド国鉄の採

用試験も TCS の設備やソリューションを

用いて実施されています。

また、日本タタ・コンサルタンシー・サー

ビシズ（日本 TCS）も、日本において 40

年以上にわたり共通 1 次試験から大学

入試センター試験、国立・私立大学の入

学試験、国家試験、学力調査、大手英語

試験等の実施を支えてきた実績がありま

す。2019 年には TCS のスピーキング試験

専用タブレット端末「PAPER（ペーパー）」

が高宮学園 代々木ゼミナールに採用され

ています。インターネット環境のない教

室での試験実施や遠隔採点等に TCS iON 

Education を組み合わせ、強固なセキュリ

ティー環境でコンピュータベースドテス

ト（CBT）が行えます。

現在日本 TCS では、文科省の日本型教

育の海外展開事業（EDU-Port）にも参画

しています。EDU-Port は、日本の教育の

強みを海外に輸出し、また海外からの教

育的知見を輸入することで、日本の教育

の国際化を目指す活動です。新時代を迎

えるための学びを実現するために、日本

TCS は日本の教育改革の伴走者として応

援していきます。

本の教育の世界的位置付けを

見てみると、OECD（経済協力

開発機構）の PISA 調査（学習

到達度調査）では、読解力・科学的リテ

ラシー・数学的リテラシーのいずれも、

世界トップレベルにあります。この調査

は 3 年ごとに行われるもので、2015 年

には協同問題解決能力の調査が追加さ

れ、この項目においても日本の子どもた

ちの能力は世界トップであることがわか

りました。

一方、2018 年には、グローバルコンピ

近よく AI や IoT という言葉

を耳にしますが、私たちが

生きる現在の社会は、AI や

IoT（Internet of Things）により生産が自

立化する「第 4 次産業革命の時代」と呼

ば れています。また、日本 政 府は AI や

IoT、ビッグデータなどの先端技術を産

業や生活に取り入れた超スマート社会

「Society 5.0」を提唱しています。

Society 5.0 は、サイバー空間とフィジ

カル空間を高度に融合させた新たな価

値を生み出すシステムにより、これまで

課題であった国内外のさまざまな格差

や不平等の是正、環境問題や食糧危機と

いった社会的課題を解決しつつ、経済の

さらなる発展を目指すものです。こうし

た超スマート社会の実現に向けて重要な

のは人材の育成です。文部科学省（以下、

文科省）は、Society 5.0 に向けた新時代

の学びとして “ 学校 3.0” を 2018 年 6 月

に発表しました。これによると、AI や IoT

に取って代わることのできない人間な

らではの能力として、①文章や情報を正

確に読み解き対話する力、②科学的に思

考・吟味し活用する力、③価値を見つけ

出す感性と力、④好奇心・探求心、の育

成を重視していることがわかります。

またこの “ 学校 3.0” の構想がこれまで

と大きく異なるのは、幼稚園から高校ま

での学年別の「K-12 教育」から、能力レ

ベルの「K-16 プログラム」を新たに打ち

出していることです。K-16 プログラムで

は、「個人が学校に合わせて学ぶのでは

なく、学校が個人の資質・能力に合わせ

た学びを個別に提供すること」、また学

びのプログラムは、「学校だけではなく

大学や企業などから提供されるプログラ

ムを選択して学べること」などが特徴と

して挙げられています。

このように日本の教育は、学校 1.0 の

“ 勉 強 の時 代 ”、学 校 2.0 の “ 学 習の時

代 ”、そして学校 3.0 の “ 学びの時代 ” へ

と、時代の影響を受け大きな転機を迎え

ようとしています。

FOCAL
P OIN T

新時代の学び “ 学校 3.0” を実現するために

日本政府が目指す “Society 5.0” と、文部科学省が描く新時代の学び “ 学校 3.0”

日本の教育の強みと課題

日本タタ・コンサルタンシー・サービシズ
文教グループ エバンジェリスト

大渕 みほ子

国内で MBA 取得後、教育機関や国際 NGO で教育支援の経験を積み、2018 年 4 月より
現職。長年の途上国での教育活動の経験により、IT を使った教育改革や社会的課題解
決の可能性を強く実感し、実現を目指している。現在 EDU-Port インド事業推進メン
バーとして活動中。

図 1：Society 5.0 に向けた学校 3.0

図 2：計算論的思考
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News from the Network News from the Network 

AI ツールのリーディングカンパニー

で あ る SAS Institute Japan（SAS）が 主

催する「The Analytics Hackathon 2019」

で、日本 TCS の社員 3 名により結成さ

れたチームが最 優 秀賞を受賞しまし

た。Hackathon（ハッカソン）とは、Hack 

( ハック ) と Marathon ( マラソン ) を掛

け合わせた造語で、エンジニアやデザ

イナー、プランナーなどがチームを作

り、与えられたテーマに対してアイデア

や技術を持ち寄って、短期間でシステ

ムやサービスなどを開発し、その成果

を競うイベントです。

今回のイベントは、SAS の製品である

「SAS Viya」を使って機械学習モデルを

作成するもので、課題はセンサーデータ

を用いてリアルタイムに異常予兆を検

知することでした。日本 TCS のメンバー

は 2 日間（計 14 時間）にわたる開発の中

で、SAS Viya の最新バージョンの機能を

学び、理解しながら進めました。その結

果、名だたる大学や企業のチームが参

加する中、予測精度はもちろん、チーム

ワークや工夫が評価され受賞につなが

りました。

日本 TCS では、社員一人一人が自発

的に学ぶラーニングカルチャーの醸成

を目指し、グループや個人での学習を通

じて知識やナレッジを共有し学び合う

（Learning）とともに、人脈を広げて次の

学びへとつなげる（Networking）「L&N」

など、さまざまな取り組みを推進してい

ます。今回の受賞は、若手 3 人が、「日ご

ろの業務から得た知識を活かして、社外

のデータ分析や機械学習に長けたエン

ジニアと競い合ってみたい」という、チャ

レンジ精神が実を結んだものです。今後

も、社員が自発的に取り組む環境をさら

に整備し、IT エンジニアの育成に積極的

に取り組み、お客様に貢献していきます。

日本 TCS では、IT やデジタル技術を

はじめとするコアコンピタンスを活用し

ながら社会貢献に努めており、その一つ

として独自の小学生向け STEM（Science、

Technology、Engineering and Math）教

育ワークショップ「キッズドローンプロ

ジェクト」を展開しています。

日本では、2020 年から始まる小学校

のプログラミング学習の必修化に向け、

STEM 教育への関心がますます高まって

います。キッズドローンプロジェクトは、

ドローンを動かし、楽しみながらプログ

ラミング的思考を育む 90 分間のワーク

ショップで、日本 TCS は、このプロジェ

クトを通じて STEM 人材の育成に貢献

することを目指しています。当社の社員

が授業を行い、操作をサポートし、子ど

もたちは身近な例を通じて IT やデジタ

ル技術、プログラミングが社会を支えて

いることを学んだり、実際にプログラム

を組んでドローンを動かし、考えたこと

が実現する楽しさを体験したりします。

5 月には東京都中央区の常盤小学校、

6 月には東京都目黒区の駒場小学校で

実施し、多くの子どもたちが参加しまし

た。当社 CSR 活動を主導する最高管理

責任者の小島 浩は、「IT に関する専門的

知見を用いて、社員自らが未来を担う

子どもたちへの教育に貢献することは、

IT サービス企業としての重要な使命で

あると考えます。子どもたちがこのプロ

ジェクトをきっかけとして IT に触れる

ことで親しみを感じ、将来、楽しくプロ

グラミングを学んでいただけるように

なることを願っています」と語ります。

今年度は、都内の小学校や学童クラ

ブを中心に日本 TCS の社員が授業を行

う予定です。今後も多くの子どもたちに

体験してもらい、このプロジェクトを通

じて STEM 人材の育成に貢献していき

ます。

6 月に開催された、教育分野日本最大

の専門展「教育 IT ソリューション EXPO 

(EDIX)」に、日本 TCS が出展しました。

当社ブースでは、教育業界向け総合ク

ラウドサービス「iON Education」を活

用した英 語スピーキング 試 験専用タ

ブレット端末「PAPER」や、マークシー

トと記 述の同時高速 読み取りが可能

な OMR スキャナを展示しました。iON 

Education は、学生の募集から、入学、

学習計画、試験、評価など、教育機関に

おける一連の管理作業をデジタル化す

るもので、教育現場の課題を解決する

サービスとして注目されています。

また展示に加えて、学研エデュケー

ショナル様と奈良女子大学附属中等教

育学校様から教育のスペシャリストを

お招きし、「教育改革 2020」「プログラ

ミング教育」「グローバル教育」をテー

マとしたトークイベントを開催しまし

た。教育の最前線で、さまざまな課題と

向き合う専門家の方の講演は大変好評

でした。

さらに当社社員によるミニセミナー

も 開 催。中 で も、TCS iON ProCert を

使った企業の新しい採用方法に関する

セミナーでは、昨今、企業が必要とする

スキルと、従業員のスキルギャップが

広がる中、企業が必要な人材を、自社の

デジタルコンテンツを活用し、育成・雇

用するという新たな採用方法に関心が

寄せられました。

数々のグローバル企業に価値をもたら

してきた、業界最高水準の技術力やサー

ビス、ソリューションを駆使し、日本 TCS

では、日本のお客様のビジネス変革を

サポートしています。この実績が評価さ

れ、近年、数々のお客様やパートナーと

覚書を締結し、ともにデジタルトランス

フォーメーションに取り組んでいます。

7 月には、きらぼし銀行様のフィン

テック子会社であるきらぼしテック様

と、デジタル戦略をともに検討すること

を覚書として締結。日本 TCS の豊富な

人材やグローバルで蓄積したデジタル

技術領域におけるノウハウなどの共有・

展開も視野に入れ、現在、具体的な検討

を進めています。

また、同じく 7 月、東京大学大学院の

工学系研究科と、研究・人材交流分野

の覚書を締結。同大学とは昨年 10 月、

生産技術研究所、情報理工学系研究科

とも同様の覚書を締結しており、デジタ

ル技術分野における協働を進めていま

す。TCS は、独自のパートナーエコシス

テムとして、世界各地の大学やスタート

アップとのネットワークを構築し、お客

様のいまだ解決したことのない課題を

コラボレーションで解決する COIN（コ・

イノベーション・ネットワーク）を展開

しています。

今後も、さまざまなお客様やパート

ナーとの連携強化による覚書締結が予定

されています。日本 TCS は、Business 4.0

時代におけるお客様のデジタルトランス

フォーメーションを支援していきます。

SAS Institute Japan 主催の
The Analytics Hackathon 
2019 で
日本 TCS 社員が最優秀賞を
受賞

プログラミングの楽しさを
子どもたちに伝える
キッズドローン
プロジェクトを開催

日本最大の
教育分野の専門展

「教育 IT ソリューション
  EXPO」に出展

デジタルトランス
フォーメーションの
推進体制を強化
―きらぼしテック様や
東京大学と覚書を締結―

詳しい内容は右記 QR コード
からご覧いただけます

本イベントの様子やトーク
イベントで講演いただいた
ゲストによるコメントは、
右記 QR コードからご覧い
ただけます
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or applying for leave. Here, instead of 

defining an answer for a given intent, 

we associate an API with the intent, and 

response is shown to the user, based 

on what was returned by the API.  In 

order to execute such a transaction, the 

system needs to ask questions to users 

against  var ious  parameters  needed 

by the API. The flight booking intent, 

for  example,  will require destination, 

date of  travel, and other details. Such 

interactions to elicit missing information 

from users need to be prescripted. Such 

a dialogue is often modeled using finite 

state automaton internally.

Knowledge Synthesis

When information about  a group in 

an enterpr ise  is  required by  people 

f rom wi thin  or  out s ide  the  group, 

systems such as the vir tual assistance 

described earlier  are not  a great  f it , 

mainly  due to the ef for t  involved in 

training and maintenance. Information 

about a group is mostly factual rather 

than transactional or measurable, and 

changes more frequently. It comprises 

organizational structure,  key people, 

and documents, such as best practices 

and case  s tudies.  The  metadata  o f 

these documents (authors, publication 

channel,  business domain,  keywords, 

and so on) is found to be more useful 

than the actual contents for retrieval 

of  those documents. Analysts believe 

that this problem falls in the realm of 

knowledge management. We created 

a  s o l u t i o n  w h i c h  c a n  s t o r e  s u c h 

in f ormat ion  in  a  k nowledge  gr aph 

and which has a deep learning–based 

component that helps users retrieve 

factual information from the knowledge 

gr ap h  a g a in s t  a  n a t ur a l  l an gu a g e 

quer y.  This  system also  proac t ively 

engages  wi th  spec i f ic  people  in  a 

n a t ur a l  l an gu a g e  c o n v e r s a t i o n  in 

order  to  synthesize  k nowledge and 

k e e p  t h e  k n o w le d g e  gr aph  up  t o 

date.  We,  therefore,  call this type of 

c onv er s a t i on al  s y s t em  k n o w l e d g e 

synthesis.

One of TCS's internal systems utilizes 

k n o w l e d g e  s y n t h e s i s  t o  r e t r i e v e 

information about TCS Research and 

is made available to users through a 

digital assistant named Loca. It provides 

usef ul  inf ormat ion to  prac t i t ioners 

and business leaders about all that is 

happening in a specif ic  technology 

area  and who the  r ight  people  are 

t o  c onne c t  w i t h  in  T C S  R e s e ar c h . 

The knowledge graph of  this system 

c ompr i s e s  in f or ma t ion  on  v ar ious 

research pro jec ts ,  research groups, 

researchers,  and so on.  An example 

quer y  on this  k nowledge  graph is , 

“ W hi c h  r e s e ar c h  ar e a s  in  T C S  us e 

deep learning?” Here “deep learning” 

C o n v e r s a t i o n a l  e x p e r i e n c e  w i t h 

m a c h i n e s  i s  a  p a r a d i g m  s h i f t  i n 

human–computer  interaction.  Smar t 

s p e a k e r s  ( A m a z o n  E c h o ,  G o o g l e 

Home, Apple HomePod) and personal 

a s s i s t an t s  ( S i r i ,  G o o gl e  A s s i s t an t , 

C or t ana )  ar e  ge t t ing  t o  b e  a  p ar t 

of  normal li fe.  The humanization of 

technology  has  just  star ted and its 

profound impact is being felt  across 

the globe in all  activit ies—listening 

to music, booking cabs/flights/hotels, 

shopping, getting personalized product 

r e c ommend a t i ons / o f f e r s ,  f i t ne s s /

wellness regimes, and elderly care, to 

name a few. In contrast to some early 

efforts to build general conversational 

s y s t e m s ,  s u c h  a s  E L I Z A ,  m o d e r n 

conversational systems have a specific 

goal ,  e .g. ,  answer ing  quest ions  on 

policies or carrying out transactions for 

us. The proliferation of  goal-oriented 

chatbots, focusing on speech- and text-

based questions and answers,  is  just 

the beginning of  an exciting journey. 

Enterprises require dif ferent types of 

conversational systems to deliver the 

next generation of information systems 

t o  c u s t o m e r s .  S o m e  o f  t h e m  a r e 

described in this essay.

Virtual Assistance

Virtual assistants are a typical example 

of a goal-driven conversational system. 

Such a system can answer completely 

self -contained questions with good 

accurac y.  In  i ts  most  popular  form, 

i t  t ak e s  many  d i f f e r en t  que s t i ons 

against the same answer,  referred to 

as “predefined intent.” It  picks one of 

these answers against a user query. The 

training data for such a system usually 

comprises many predef ined intents. 

When a user issues a query, the system 

matches it  to one of  the predef ined 

intents and shows the corresponding 

answer.  We obser ved that  when the 

number of intents in a system increases, 

the  accur ac y  o f  s t andard  machine 

learning approaches falls to a very low 

level and the system becomes unusable.

With the advent  of  deep learning, 

t h e  e f f i c a c y  o f  s u c h  s y s t e m s  h a s 

impro v e d  to  a  le v el  a t  which  i t  i s 

possible to deploy this kind of system 

for mainstream usage, even with a large 

number of predefined intents. A system 

containing a large number of  intents 

gives a feeling of being conversationally 

intelligent to the users. At TCS Research, 

w e  h a v e  d e v e l o p e d  n o v e l  d e e p 

learning–based algor i thms for  this. 

Cara, a digital assistant working at Tata 

Consultancy Services ( TCS) to answer 

associates’ queries on HR policies, is a 

good example of virtual assistance. 

With most of  the popular platforms 

available in the market ,  users,  when 

interacting with these systems, cannot 

mak e a pronoun reference to some 

fact  present in the previously  asked 

question or  in the previously  shown 

answer.  They also lack the capability 

to  handle  appropr iate  conversation 

beyond the pre-configured QA. Further, 

it is hard for such systems to identify 

when it has made a mistake. For this, 

we always return a completely  self -

contained answer; as a result, users can 

decide whether the answer is right or 

wrong and can give feedback to the 

system if  the answer is  wrong. Such 

feedback is referred to the teachers of 

every digital assistant, who then train 

the system to answer correctly. We also 

developed novel approaches that can 

handle anaphoric references and guide 

the conversation through, to answer 

users’ questions.

The same mechanism is also used to 

execute transactions, such as booking 

a flight, booking a table in a restaurant, 

Conversational Systems in Enterprises
Chat and Voice Bots Find Their Place beside Humans

I n n o v a t i o n  I n s i g h t s
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i s  r e c o gni z e d  as  a  k e y w or d.  Such 

keywords are associated with research 

publications and reusable assets that 

are,  in turn, associated with research 

projects being executed by research 

groups. Further, a research area (such 

as  l i f e  sc iences )  can  include  many 

research groups. To effectively answer 

such a question, the system traverses 

the k nowledge graph.  I t  is  because 

of  this  traversal  that  users  tend to 

think that the system performs logical 

r e as oning.  T her e  hav e  b e en  many 

attempts at making open-domain QA 

from a knowledge graph ef fective in 

research literature. However, not many 

of  them are  capable  of  per forming 

deep traversal of the knowledge graph. 

In our experience,  we obser ved that 

deep learning-based approaches have 

brought significant gains in the efficacy 

o f  the  sys tem used f or  quer y ing a 

knowledge graph.

It is important to keep the information 

in the knowledge graph up to date. Loca 

proactively engages with users, to ask 

questions about their work and based 

on their replies, updates the knowledge 

graph.  Such a system has two types 

o f  u s e r s ,  t h o s e  t h a t  c a n  u p d a t e 

information about its work (teachers) 

and the other that is only allowed to 

query or retrieve information (users). 

Such proactive questions are asked to 

teachers, based on missing information 

in the knowledge graph and prioritized 

based on what was queried by users. 

The system also  allows teachers  to 

proactively update information using 

the natural language inter face. A key 

strength of  such a system is  that  i f 

users’ quer ies  are  not  appropr iately 

answered by the system due to missing 

o r  un a v a i lab le  in f o r m a t i o n  in  t h e 

knowledge graph, it can identify such 

failures and initiate remedial f low to 

learn f rom teachers.  The addition of 

proactive user engagement to natural 

language-based querying mechanism 

elevates  the  conversat ional  system 

from being a mere QA system to an 

artificially intelligent system capable of 

synthesizing knowledge from multiple 

stakeholders  in an organization.  We 

b e l i e v e  t h a t  t h e  p h e n o m e n o n  o f 

knowledge synthesis can revolutionize 

the space of knowledge management.

Help Desk Automation

Similar  to some of  the initial ef for ts 

of  goal-driven conversational systems 

in the late 90s, we have developed a 

conversational system for  help desk 

automation.

Nor mally ,  in  a  help  desk  s y s tem, 

users  are  f irst  required to choose a 

multilevel category, under which they 

want to raise a ticket, and then provide 

a textual description of  the problem. 

This multilevel categor y is actually  a 

path from a root node to a leaf  node 

of  a tree. This is of ten managed with 

the  help  o f  dynamically  populated 

dropdown fields in the user inter face. 

These categor y  annotations  on the 

tickets are used to assign the ticket 

t o  t h e  ap p r o p r i a t e  s up p o r t  s t a f f . 

Sometimes, the help desk staff  makes 

a phone call to the requestor and asks 

a few questions to determine the right 

categor y,  and updates  the  system; 

however, without changing the original 

ticket description. Therefore, there is 

a need for  a system to ask  the right 

questions to the requestor in order to 

determine the correct categor y.  This 

can be  achieved with engineer ing-

b as e d  appr o ache s  c ombine d  w i th 

v i r tual  as s i s t anc e  bu t  w i l l  r e quir e 

significant manual effort to set up and 

configure the conversational system for 

every new use case.

With the help of deep learning–based 

approaches, we have developed a novel 

system. Using these, it is possible to train a 

conversational system that automatically 

decides what questions to ask the user, 

similar to what the help desk staff would 

have ask ed,  to  determine the  r ight 

category. This also involves a form of 

root cause analysis. The strength of this 

approach is that the application can be 

trained on the historical data of a help desk 

system and requires very little human effort 

to setup and configure, for new use cases.

The Future: 
Natural and Intelligent…

At  TCS,  we have not  only  deployed 

innovative conversational systems, such 

as Cara and Loca, for our own internal 

us e ,  but  hav e  a ls o  de l i v er e d  such 

solutions to our customers.  We have 

also developed a platform that makes 

it very easy for subject matter experts 

(SMEs) to develop similar  enterprise-

class, production-strength systems. The 

platform internally uses state-of-the-art 

deep learning and machine learning-based 

algorithms to render these digital assistants. 

We obser ve  that  the  u s e  o f  t h e s e 

conversational systems in enterprises 

will be pervasive. Right now, enterprises 

work with forms, search, and menu-driven 

knowledge mining. In some cases, we 

see basic natural language interfaces to 

systems. 

Going forward, we see big developments 

coming in from two directions: general AI 

and increasingly natural user interfaces. 

In the near term, we expect that various 

purpose-specific conversational systems in 

an organization will converge into a single 

conversational system. In general, the 

conversational intelligence of such digital 

assistants will also improve.

Today’s conversational systems focus 

on text/speech recognition and natural 

language processing. However, nonverbal 

communication represents nearly two-

thirds of  all human communications. 

We believe that future conversational 

s y s t ems  w i l l  us e  v i s i on ,  ge s t ur e s , 

emotions, tactile sensation, augmented 

reality (AR), haptic feedback, and other 

types of  input to provide connected 

users a truly interactive experience.

I n n o v a t i o n  I n s i g h t sI n n o v a t i o n  I n s i g h t s

85%

User
online

……Flexi?

Health….?

Puneet Agarwal
Principal Scientist and C TO

Tata Consultanc y Ser vices, Ltd.

Puneet Agarwal is a Principal Scientist at 
TCS Research and Innovation and heads 
the Semantic  Systems and Knowledge 
Synthesis Research Program. His research 
interests include applied research in natural 
language processing,  and data mining 
using deep learning. He has extensively 
worked on knowledge graph and time-
series data. Puneet has won Tata Consultancy 
Services Distinguished Engineer, TCS Young 
Innovator, and Tata Innovista Awards. He 
has presented about 50 research papers in 
various international conferences. He has a B.E. 
degree in Mechanical Engineering from NIT 
Trichy, India.

1918



Europe / US (Chemicals)

Intranet, Templates Accounting Details

Chemicals Other Units
 (Domestic)

Before

Current
Automated

Chemicals Consolidated Standalone Kanebo Int’ l Operations Business Units Other Units
 (Domestic)

Consumer Products,
 Cosmetics

Email

KaneboStandalone

Japan Europe / US (Consumer Products) Europe / US (Chemicals)

Japan Asia Europe / US (Consumer Products)

Central Finance

Business UnitsInt’ l OperationsConsolidated

Asia

SharePoint・Email

Global Management Information Platform

Pressing Need for Visibility into Global Management Indicators

K ao Corporation (Kao) operates 

globally  through a worldwide 

network of  group companies. 

In  order  to  br ing  greater  speed  and 

sophistication to the group’s  business 

administration, and enable agility across the 

enterprise, it is critical for management to 

be able to make informed decisions based 

on real-time access and analysis of  key 

management indicators, such as the revenues 

and profits of group companies from across 

the globe. 

To this end, Kao adopted SAP as its core 

system in the early 2000s. Currently, the SAP-

based core system is used by about 95% of 

the group’s companies for various managerial 

and monthly business reporting duties. The 

system hasn’t been without its shortcomings, 

however. Accounting information for the 

group companies was scattered across 

four discrete instances (servers) that were 

connected to Kao’s SAP system. For this 

reason, securing management indicators 

for all global locations entailed fetching 

data from each of the four instances, and 

the manual creation of reports. The process 

was both cumbersome and fraught with 

the risk of errors in data entry. To achieve 

greater sophistication in the analysis of 

global accounting information, and enhance 

managerial decision-making through swift 

delivery of  business data, it  was crucial 

for  the company to establish a robust 

accounting-information platform that helped 

automate these processes.

Figure 1: Background and Objectives

C A S E
Study

Kao Corporation

Established:1887
Head Office: Chuo-ku, Tokyo
Core Business: Makeup, skin care / hair care, 
human health care, fabric and home care, 
chemicals

on the Cloud

With a view to building precisely this sort of 

platform, Kao initiated the development of 

a next-generation management-information 

system, employing SAP Central Finance. 

Central Finance is an extended function 

program of SAP S/4HANA, which enables 

enterprises to realize a group-wide business 

management platform. Hideo Makino, Vice 

President, Financial Controllers, Kao, explains 

the objectives of the system development 

as follows:

“How to gain visibility into management 

indicators in a timely manner and use them 

to reinforce and drive the group’s business 

was a pressing issue for Kao. SAP’s Central 

Finance caught our attention as it almost 

instantaneously centralizes sales and profit 

information from across the globe into a 

data warehouse, which was exactly what we 

needed.”

It was decided to build the next-generation  

management information system in two 

phases. The first step was the development 

of  the Global Management Accounting 

Platform (GMAP). The GMAP project aimed 

to achieve the following:

● Centralized accounting information

Integrate itemized accounting slips sent 

from four SAP instances covering multiple 

geographies into itemized accounting data 

for SAP 4/HANA

Produce financial statements for each group 

company and P&L statements for each brand 

based on the itemized accounting data 

● Automated data aggregation

Eliminate the manual aggregation of data 

f rom administrat ive  accounting tasks 

through automation 

● Standardization

Under tak e  the necessar y  master- data 

Centralizing Accounting Information with Central Finance

conversion and coordination in order to 

produce uniform financial statements across 

group companies

Kao Corporation’s next-generation management information system leveraging SAP 
Central Finance has enhanced managerial decision-making by enabling swift  access to a fuller 

set of business-critical information, bringing speed, sophistication and agility to the group’s 
worldwide business administration.

4 Pillar s o f  Business 4.0

Intelligent Agile Automated on the Cloud

Kao Corporation

Bringing Speed and Sophistication to Business Administration
with Group’s Next-generation Management Information System

Intelligent Agile Automated on the Cloud
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Figure 2: Schedule

Envisioning “Push-type” Suggestion MechanismOvercoming the Cutting-edge Tech Troubles through 
a Tenacious Trinity

The GMAP went live in September 2018. 

According to K ao,  ready access to the 

complete set of accounting information from 

the entire group is contributing to speedier, 

more agile decision making by management. 

By centralizing accounting information from 

each group company, the newly developed 

platform has also made it easier for Kao to 

identify any discrepancies between legal-

financial-accounting reports and management-

accounting reports. Moreover, Kao believes the 

impact of this project may even help advance 

the company’s business strategy.

“We are now able to see management 

indicators of each product brand for all the 

geographies in a timely manner, which in turn 

will allow us to further our brand-wise business 

strategy in the future,” says Makino.

The next step for Kao is to evolve its next-

generation management information system, 

ideally achieving a “push type” mechanism that 

automatically generates suggestions from the 

system based on accounting-related insights. 

In this sense, Kokubo says that Kao has high 

hopes for TCS’ global expertise on the cutting 

edge of technology.

“As we work to realize our dreams, we hope 

that TCS and TCS Japan will be an unwavering 

source of support as a technology partner. 

We see great potential in their SAP expertise 

beyond just Central Finance, and in their 

ecosystem that encompasses startups in fields 

such as data analytics, among others.”

  TCS Japan, through its development of Kao’s 

next-generation management information 

system, and technological recommendations 

leveraging TCS’ global expertise in AI and other 

cutting-edge technologies, will continue to 

help Kao drive its global business ambitions.

In ear ly  stages of  the pro ject ,  several 

unexpected issues arose from the very fact 

that Central Finance was the latest SAP 

technology. Katsuya Kokubo, Vice President, 

Enterprise Service Management, Enterprise 

Information Solutions, Kao, reflects that when 

faced with errors while re-posting accounting 

slip information from the four instances to 

Central Finance, the three parties pooled their 

expertise and—sometimes by trial and error—

arrived at a solution. 

“Some 300,000 pieces of accounting data 

are fed into Central Finance from around our 

global network every day. Although certain 

customizations were done to Central Finance 

to accommodate business processes unique to 

some of our group companies, the occurrence 

of handling exceptions sometimes produced 

errors at the time of data update. For each such 

case, TCS Japan identified the root cause and 

reproduced the data. TCS Japan also played 

a hub role, facilitating with SAP engineers 

when we encountered issues relating to the 

functionality of Central Finance,” Kokubo says.

Some of the reports covered in this project’s 

scope, such as consolidated management 

accounting reports, required relatively complex 

logic for outputting. For this reason, TCS Japan 

worked with the Center of Excellence (CoE) 

– an SAP solution specialist group within TCS 

– on matters related to the report function. 

Because of the huge volume of the data, there 

were some problems with output response at 

first, but the team, collaborating closely with 

the CoE in India, successfully optimized the 

functionality over the course of development.

Further, Kao took advantage of the SAP 

MaxAttention* program. The stand-out 

product knowledge of SAP’s engineers helped 

this GMAP project. Tanaka says: “We have time-

tested partnership with SAP now. Through 

the MaxAttention program, SAP members 

were involved deeply in implementing SAP’s 

latest technology, Central Finance, as well as its 

coordination with our business operations.”

Hideo Makino

Vice President

Financial Controllers, Global

Kao Corporation

Katsuya Kokubo

Vice President

Enterprise Service Management

Enterprise Information Solutions, Global

Kao Corporation

Noboru Tanaka

Manager

Corporate Service Group

Enterprise Service Management

Enterprise Information Solutions, Global

Kao Corporation

Kao took proposals from several companies 

at the outset of its PoC, out of which Tata 

Consultancy Services Japan (TCS Japan) was 

selected as the project partner. “The deciding 

factor was the simulation that TCS Japan ran 

for us on Central Finance, using our actual 

data at their SAP Innovation Lab Tokyo. At 

that time, there were very few cases of 

Central Finance having been adopted in 

Japan, so we had high hopes for the global 

SAP expertise that Tata Consultancy Services 

( TCS) br ings,” explains Noboru Tanak a, 

Manager, Corporate Service Group, Enterprise 

Service Management, Enterprise Information 

Solutions, Kao. The GMAP project kicked 

off  in June 2017, and was a collaborative 

undertaking by Kao, TCS Japan, and SAP.

on the Cloud

Kao members and project members from TCS Japan

*1: SAP S/4HANA release version　*2: Central Finance　*3: SAP Landscape Transformation; SAP solution for real-time data replication
*4: GoingLive Check: System configuration check and performance verification conducted by SAP before and after going live

*SAP's premium support plan for customers
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was conducted as a newly added domain for 

the 2018 assessment. Global competence is 

defined as the abilities / skills required in an 

international context, and the test specifically 

looks at: 1) global communication; 2) cross-

cultural sensitivity and bilateral perspectives: 

3) global thinking, respect for diversity, and 

citizenship; and 4) ability to see relationships 

between local and global issues. In fact, the 

test consisted of questions that look into the 

student’s awareness of global issues, such as 

the environment, poverty, and immigration. 

The fact that MEXT dropped the subject 

seems to highlight the problems that Japanese 

education is facing today.

Probably the biggest challenge in this 

educational reform lies in programming 

education. Despite MEXT’s repeated insistence 

on its objective – “cultivating the programming 

mindset rather than learning coding per se” – 

the overall trend seems to be moving towards 

coding.

Tata Consultancy Services (TCS) has been 

supporting the promotion of STEM education 

in the U.S. with an underlying focus on 

computational thinking.

Computational thinking is a seven-step 

problem-solving method that can be applied 

to a broad range of context not confined to IT.

Perhaps one approach to cultivating the 

aforementioned “human abilities” necessary 

for learning in the new age of Society 5.0, as 

advocated by MEXT, is this problem-solving 

method of learning based on computational 

thinking.

From its  exper ience in the U.S. ,  TCS 

is aware that the method employed to 

develop teachers  is  one of  the major 

challenges in promoting STEM education, 

and the problem is obviously relevant to 

Japan as it is about to start programming 

education in 2020. Learning for the new 

age is  not something required only of 

children, but of adults as well.

Contributing to Education Reform in Japan to Realize Learning 
for the New Age

CS, as a global IT company, has 

accumulated knowledge in the 

field of education from all around 

the world. It has established 1,782 test centers 

in India and offers a comprehensive solution 

called “ TCS iON Education.” TCS’ facilities 

and solutions have been adopted by Indian 

Railways for their recruitment examinations, 

which is the largest of its kind to take place in 

India.

In Japan, Tata Consultancy Services Japan 

(TCS Japan) has over 40 years of experience 

suppor t ing  uni f ied  col lege  entr ance 

examinations, entrance examinations for 

national and private universities, national 

examinations, academic achievement tests, and 

major English proficiency tests to name a few. 

In 2019, the TCS iON PAPER tablet was adopted 

by the Sapix Yozemi Group (Yoyogi Seminar) for 

their spoken English tests. The tablet, along with 

TCS iON Education, enables computer-based 

testing and remote scoring in a highly secure 

environment without the need for Internet 

connections in the examination venue.

TCS Japan is currently engaged in an 

EDU-Port pilot project. EDU-Port is a public-

private initiative supported by MEXT and 

other government agencies to promote the 

internationalization of education in Japan 

by disseminating Japanese-style education 

overseas and also learning from educational 

initiatives conducted overseas. TCS Japan will 

strive to further support education reform in 

Japan to help realize learning for the new age.

ow, where does Japan’s education 

system stand in the world? In 

the OECD’s (Organisation for 

Economic Co-operation and Development) 

Programme for  Internat ional  Student 

Assessment (PISA), Japan ranks as one of the 

top countries in the world in terms of reading, 

science, and mathematical literacy. 

In  the  2015  round o f  this  t r iennia l 

international survey, collaborative problem 

solving was included as an additional domain, 

for which Japanese students were also found 

to rank top in the world.

On the other hand, MEXT decided to take 

a pass on the test on global competence that 

e see and hear a lot about 

AI and IoT these days, and 

the society in which we live 

today is often referred to in the framework of 

“the Fourth Industrial Revolution,” an age where 

production becomes increasingly autonomous 

with the help of these technologies. The 

Japanese government has put together a  

vision for a super-smart society called “Society 

5.0,” where cutting-edge technologies, such 

as AI, IoT, and big data, are incorporated into 

industries and people’s lives.

Society 5.0 will make use of a system that 

creates new value by leveraging sophisticated 

methods to converge cyberspace and physical 

space in an aim to help redress existing 

disparities and inequality both at home and 

abroad, solve environmental and social issues 

including food crises, and at the same time 

promote further economic development.

Human resource development will play an 

important role towards achieving this kind of 

super-smart society. In light of this, and for the 

purpose of realizing Society 5.0, the Japanese 

Ministry of Education, Culture, Sports, Science 

and Technology (MEXT) announced in June 2018 

a vision of learning for the new age, “Education 

3.0.” It puts emphasis on developing human 

abilities irreplaceable by AI and IoT, namely: 

1) the ability to interpret written text and 

information accurately and interact with others, 

2) the ability to think / examine scientifically, 3) 

the sensibility and ability to discover value, and 4) 

having a curious and inquisitive mind.

Another concept in the Education 3.0 

paradigm that differs greatly from conventional 

approaches is the shift from the rigid grade-

based “K-12” (from kindergarten to 12th grade) 

education system to the skill-based “K-16” 

program. The K-16 program envisions that 

schools provide each student with learning 

according to the student’s qualities and aptitude, 

rather than students learning through the 

coursework determined by the school. Students 

are also to be given freedom to choose from 

programs offered by universities, companies, etc. 

in addition to their regular school courses. This is 

a distinguishing characteristic of Education 3.0.

In this manner, education in Japan, having 

gone through Education 1.0 (paper test-

oriented studying) and Education 2.0 (active 

learning), is now moving towards Education 3.0 

(adaptive learning), a turning point in tandem 

with changes in the times.

FOCAL
P OIN T

Learning for the New Age – Realizing “Education 3.0”

“Society 5.0” Advocated by the Japanese Government, and “Education 
3.0,” Learning for the New Age, Envisioned by MEXT

Strengths and Challenges of  Japanese Education

Mihoko Obuchi
Evangelist ,  Education Business Group

Tata Consultanc y Ser vices Japan

Figure 1: Education 3.0 for Society 5.0

Figure 2: Computational Thinking
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After receiving an MBA in Japan, Mihoko Obuchi developed her experience in education support 
at educational institutions and international NGOs. Her extensive engagement in the field of 
education within developing countries has convinced her of – and made her determined to 
realize – the possibilities of IT in driving education reform and solving social issues. She has been 
part of the Evangelist, Education Business Group since April 2018, and is currently a member of the 
EDU-Port Project India team.
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News from the Network News from the Network 

A group consisting of three TCS Japan 

employees, was the top winner in The 

Analytics Hackathon 2019 hosted by a 

leading AI tool retailing company called SAS 

Institute Japan (SAS). “Hackathon” is a coined 

word that combines “hack” and “marathon,” 

and refers to an event where engineers, 

designers, planners, and other professionals 

collaborate in teams and compete against 

one another on a specific project, bringing 

their ideas and skills together to develop a 

system or service along a given theme in a 

short period of time.

The theme of the Hackathon was to 

use the SAS product known as “SAS Viya” 

to build a machine learning model for 

detecting signs of anomalies in real time 

based on sensor data. In the limited two-

day project period (14 hours in total) that 

they had, the members of  TCS Japan 

started out by learning and understanding 

about the latest version of SAS Viya, and 

ended up taking home the top prize for 

the predictive accuracy of the machine 

learning model they created, as well as for 

their teamwork and ingenuity. This was no 

easy task as they had to outshine other 

contestants from preeminent universities 

and companies.

In order to build a self-motivated learning 

culture in the workplace, TCS Japan has 

been promoting a wide range of initiatives, 

including L&N (Learning & Networking) 

that embraces collaborative learning, 

knowledge sharing, and networking to 

elevate group and individual learning to 

new heights. The greatest takeaway from 

this award has been that, despite coming 

from a humanities background, the trio 

have realized their ambition to go head-

to-head with skilled data analytics and 

machine learning engineers outside of their 

own organization, and win, applying their 

newly acquired technological skills. TCS 

Japan will continue its efforts to develop an 

environment that facilitates self-motivated 

employee learning while actively training IT 

engineers to further serve its customers.

TCS Japan has started its Kids Drone Project, 

a unique program that provides elementary 

school  children with STEM (science, 

technology, engineering, and mathematics) 

education workshops. This endeavor is 

being implemented as part of TCS Japan’s 

continuous efforts to contribute to society by 

utilizing its core competencies, including IT 

and digital technologies.

With programming becoming compulsory 

in elementary schools from April 2020, 

there has been heightened interest in 

STEM education in Japan. The Kids Drone 

Project offers 90-minute workshops aimed 

at cultivating a programming-oriented 

mindset in an enjoyable atmosphere that 

allows kids to use drones. TCS Japan aims to 

use this project to help foster future STEM 

professionals. The workshops are led by TCS 

Japan employees, who, where necessary, 

also assist children with the operation of 

drones. The children learn how things around 

them are enabled by IT, digital technologies, 

and programming by looking at everyday 

activities and experiencing the excitement 

of  seeing their  ideas come to life by 

programming a drone firsthand.

Many  schoolchildren f rom Tok iwa 

Elementary School (Chuo-ku, Tokyo) and 

Komaba Elementary School (Meguro-ku, 

Tokyo) participated in the workshop in 

May and June, respectively. Hiroshi Kojima, 

who heads TCS Japan’s CSR initiatives as 

Chief Administration Officer, states that “We 

consider it one of our important missions as 

an IT service company to use our IT expertise 

and contribute to the empowerment of 

children who are to create the future. We 

sincerely hope that this project will be an 

eye-opening and fun experience for children, 

an opportunity that allows them to intimately 

interact with IT and ignite their interest in 

learning programming in the years to come.”

TCS Japan plans to hold Kids Drone Project 

workshops mainly in public elementary 

schools and after-school facilities in and 

around Tok yo to have many children 

experience the fun of programing and help 

develop future STEM 

talent.

TC S  Jap an  w as  an  e xhib i tor  a t  the 

Educational IT Solutions Expo (EDIX), the 

largest education trade show in Japan, held 

in June 2019. TCS Japan showcased PAPER, 

an English speaking test tablet powered 

by TCS’ comprehensive cloud service “iON 

Education” for the education sector, as well as 

OMR scanners capable of reading multiple-

choice and essay answers simultaneously 

at high speed. iON Education has been 

attracting attention as a service that helps 

solve the challenges faced by today ’s 

educational institutions by digitizing a series 

of processes conducted in educational 

institutions, from student recruitment and 

admission to curricula, exams, and grading.

In addition to the booth, TCS Japan also 

hosted a discussion event on the themes 

of Education Reform 2020, programming 

education, and global education, inviting 

guest speakers from Gakken Educational 

and Nara Women’s University Secondary 

School. The talks by the specialists who 

tackle various challenges at the forefront of 

education were very well received by the 

audience.

Also complementing the booth were mini 

seminars held by TCS Japan employees. In 

the seminar introducing a new recruitment 

method using TCS iON ProCer t ,  the 

attendees were keen to learn about the 

new framework that uses the company’s 

own digital content to train prospective 

applicants on skills required by the company, 

and to recruit talent from those who have 

competed the training. This new recruitment 

method was developed as a way to address 

the ever-widening skills gap between what 

present-day companies need and the actual 

skill sets possessed by their employees.

TCS Japan is  suppor ting the business 

transformation endeavors of its Japanese 

customers, leveraging TCS’ best-in-class 

technological abilities, services, and solutions 

that have helped bring value to a wide range 

of its global clients. Building on this foundation, 

TCS Japan has recently signed memorandums 

of  understanding (MoU) with several 

customers and partners to collaboratively 

drive digital transformation forward.

In July, TCS Japan signed an MoU with 

Kiraboshi Bank’s fintech subsidiary, Kiraboshi 

Tech, aimed at joint exploration of initiatives 

to drive the bank’s digital strategy. Concrete 

details of  the collaboration are under 

deliberation, with a view to capitalizing on 

TCS’s wealth of talent and global expertise in 

digital technologies.

  The month of July also saw the conclusion 

of an MoU with the School of Engineering, 

University of Tokyo (UTokyo), for collaborative 

research and inter-personnel exchange. 

This is the latest addition to TCS’ partnership 

with UTokyo, following similar MoUs signed 

last October in the digital technology field 

with both the Institute of Industrial Science 

and the Graduate School of Information 

Science and Technology. TCS has a unique 

partner ecosystem called the Co-innovation 

Network (COIN), that brings together the 

best of academia, research, and tech start-

ups from across the world to collaboratively 

find solutions for customers’ most pressing 

problems.

TCS Japan has several further MoUs in the 

pipeline aimed at enhancing collaboration 

with customers and partners. These will 

ultimately enable TCS Japan to better support 

customers’ digital transformation journeys in 

the today’s Business 4.0 era.

TCS Japan Team Takes 

Top Prize

in The Analytics 

Hackathon 2019

Organized by SAS 

Institute Japan

Kids Drone Project 

Introducing the Fun of 

Programming to 

Children

TCS Japan Runs a Booth 

at the Educational IT 

Solutions Expo,

Japan’s Largest Education 

Trade Show

Promoting Collaboration 

to Drive Digital 

Transformation:

MoUs Signed with 

Kiraboshi Tech and 

University of Tokyo

Kids Drone Project website
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Catalyst for Technology-led Business Innovation
I T とデジタル 技 術を駆使し、ビジネス変 革を加速する。

Nakajima Racing Official Website: www.nakajimaracing.co.jp

NAKAJIMA RACING モバイルアプリ
TCSが開発したモバイルアプリでチームの SNS 情報をチェック！ ポイントを貯めて、オリジナル
グッズを獲得することも可能です。詳しい情報は QR コードからご確認ください。

2019 年 全日本スーパーフォーミュラ選 手 権
2 0 1 9  S U P E R  F O R M U L A

テレビ放映予定

第 1戦 4/20 土、21日 鈴鹿サーキット（三重県）

第 2 戦 5/18 土、19 日 オートポリス（大分県）

第 3 戦 6/22 土、23 日 スポーツランド SUGO（宮城県）

第 4 戦 7/13 土、14 日 富士スピードウェイ（静岡県）

第 5 戦 8/17 土、18 日 ツインリンクもてぎ（栃木県）

第 6 戦 9/28 土、29 日 岡山国際サーキット（岡山県）

第 7 戦 10/26 土、27 日 鈴鹿サーキット（三重県）

Super Formula 2019 Series Calendar

BS フジ「2019 全日本スーパーフォーミュラ選手権」
www.bsfuji.tv/superfomuralive/pub

J SPORTS 4（BS 245ch）「スーパーフォーミュラ 2019」
www.jsports.co.jp/motor/super_formula
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